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 平成 20 年度能力開発基本調査の調査結果を、今般とりまとめいたしまし

たので公表します。 

【調査結果のポイント】 

１ 教育訓練の実施状況をみると、OFF-JT 実施率は前年度とほぼ横ばい

であるが、計画的な OJT 実施率は 10 ポイント以上上昇している。また、

非正社員に対する実施率は正社員の半分以下であり、大きな格差がみ

られる。特に、非正社員に対する実施率は、業種間での違いが大きい。 

２ 教育訓練の対象として、選抜した労働者の能力を高めることと、労働者

全体の能力を高めることのどちらを重視しているかをみると、２年前と比

べ、前者が 10 ポイント以上増加して、後者を上回り、正社員で約６割とな

っている。 

３ 教育訓練の方法について、外部・アウトソーシングの活用と社内での実

施のどちらを重視しているかをみると、正社員はほぼ半々となっているの

に対して、非正社員は社内での実施を重視しているものが多い。 

４ 自己啓発を行った者の割合は正社員、非正社員ともに前年度を上回っ

た。自己啓発における問題は、正社員、非正社員ともに、「仕事が忙しく

て自己啓発の余裕がない」、「費用がかかりすぎる」の割合が高い。非正

社員は、「家事・育児が忙しくて自己啓発の余裕がない」を挙げる者の割

合も高い。 

５ 人材育成上何らかの問題があるとした事業所は約 7 割で、やや低下し

た。問題として、「指導する人材が不足している」、「人材育成を行う時間

がない」、「人材を育成しても辞めてしまう」などが挙げられている。 



 
 

１ 調査の目的 

 この調査は、我が国の企業、事業所及び労働者の能力開発の実態を正社員・非正社員

別に明らかにし、職業能力開発行政に資することを目的とする。 
 

２ 調査の時期 

  企業調査及び事業所調査は、平成 20 年 10 月 6 日から 11 月 21 日に調査を実施した。 

  個人調査は、平成 20 年 10 月 6 日から 12 月 12 日に調査を実施した。 
 

３ 調査項目 

(1) 企業調査 

 企業の概要、企業の教育訓練費用、従業員に対する能力開発の方針 

(2) 事業所調査 

 事業所の概要、教育訓練の実施状況、人材育成、キャリア形成のための支援、職業能力

評価の実施状況、技能継承 

(3) 個人調査 

 ＯＦＦ－ＪＴの受講状況、自己啓発の実施状況、これからの職業生活設計 
 

４ 調査の対象 

(1) 企業調査 

 日本国全域において日本標準産業分類（平成 19 年 11 月改定）による 15 大産業に属す

る 30 人以上の常用労働者を雇用する企業のうちから一定の方法により抽出した約 7,900

企業とした。 

(2) 事業所調査 

 日本国全域において日本標準産業分類による15大産業に属する30人以上の常用労働

者を雇用する事業所のうちから一定の方法により抽出した約 7,400 事業所とした。 

(3) 個人調査 

 上記(2)事業所に属している労働者のうちから、一定の方法により抽出した約 24,000 人と

した。 
 

５ 調査方法 

(1) 企業調査 

 厚生労働省職業能力開発局から民間委託機関を通じて、調査票を調査対象企業へ郵

送し、調査対象企業において記入した後、郵送により回収した。 

(2) 事業所調査 

 厚生労働省職業能力開発局から民間委託機関を通じて、調査票を調査対象企業へ郵

送し、調査対象事業所において記入した後、統計調査員が回収した。 

(3) 個人調査 

民間委託機関を通じて統計調査員が調査対象事業所に配付を依頼し、調査対象労働者

が調査票を記入した後、民間委託機関あて郵送により回収した。 
 

６ 調査対象数、有効回答数及び有効回答率 

 調査対象数 有効回答数 有効回答率 

企業調査 7,879 企業 2,875 企業 36.5% 

事業所調査 7,378 事業所 4,561 事業所 61.8% 

個人調査 19,869 人 7,806 人 39.3% 
 

７ 主な調査結果 

  次頁以下のとおり 



 
 

主な調査結果 
 

 

１ 教育訓練の実施状況をみると、OFF-JT 実施率は前年度とほぼ横ばいであるが、計画的

な OJT 実施率は 10 ポイント以上上昇している。また、非正社員に対する実施率は正社員

の半分以下であり、大きな格差がみられる。特に、非正社員に対する実施率は、業種間

での違いが大きい。 

 正社員に対して、ＯＦＦ－ＪＴを実施した事業所割合は 76.6%（前回 77.2%）となっている。業

種別にみると、電気・ガス・熱供給・水道業（93.5%）、学術研究，専門・技術サービス業

（88.8％）、金融業，保険業（88.1%）、医療，福祉（86.1%）などで高く、不動産業，物品賃貸業

（67.5%）や宿泊業，飲食サービス業（67.8%）などで低くなっている。企業規模別にみると、100

人以上の企業において８割を超えている。 

 一方、非正社員に対してＯＦＦ－ＪＴを実施した事業所割合は 35.0%（前回 40.9%）であり、正

社員に比べると低い水準にとどまっている。業種別にみると、医療，福祉（71.3%）、金融業，

保険業（58.9%）で高く、電気・ガス・熱供給・水道業（24.0%）、不動産業，物品賃貸業（24.0%）、

建設業（24.9%）などで低く、正社員に比べて業種間での違いが大きい。 

 

図１ ＯＦＦ－ＪＴを実施した事業所（総数） 
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図２ ＯＦＦ－ＪＴを実施した事業所（産業・規模別） 
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 正社員に対して、計画的なＯＪＴを実施した事業所割合は 59.4%（前回 45.6%）となっている。

業種別にみると、金融業，保険業（92.2%）、電気・ガス・熱供給・水道業（86.2%）、学術研究，

専門・技術サービス業（72.5%）などで高く、不動産業，物品賃貸業（43.0%）などで低くなって

いる。企業規模別にみると、規模が大きくなるほど実施率は高くなる傾向にある。また、ＯＦＦ

－ＪＴと比べて規模による差が大きくなっている。 

 一方、非正社員に対して計画的なＯＪＴを実施した事業所は23.8%（前回18.3%）であり、正社

員に比べると低い水準にとどまっている。業種別にみると、医療，福祉（46.3%）、金融業，保

険業（42.3%）などで高く、建設業（11.3%）、情報通信業（14.1%）、不動産業，物品賃貸業

（14.3%）などで低くなっている。 

 

図３ 計画的なＯＪＴを実施した事業所（総数） 
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図４ 計画的なＯＪＴを実施した事業所（産業・規模別） 
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 正社員の自己啓発に対して「支援を行っている」事業所割合は 79.2%（前回 79.7%）となって

いる。業種別にみると、電気・ガス・熱供給・水道業（97.7%）、医療・福祉(95.8%)、金融業,保険

業(94.1%)、建設業(93.2%)で高く、宿泊業,飲食サービス業(70.2%)、運輸業,郵便業(70.7%)で

比較的低いが全業種通じて 7 割を超えている。企業規模別にみると、規模が大きくなるほど

自己啓発への支援を行っている割合は高くなる傾向にある。 

 一方、非正社員の自己啓発に対して「支援を行っている」事業所は 47.5%(前回 48.4%)となっ

ている。業種別にみると、医療,福祉(81.9%)で特に高く、電気・ガス・熱供給・水道業(28.3%)で

低い。 

 

図５ 労働者に対する自己啓発への支援を行っている事業所（総数） 
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図６ 労働者に対する自己啓発への支援を行っている事業所（産業・規模別） 
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２ 教育訓練の対象として、選抜した労働者の能力を高めることと、労働者全体の能力を高

めることのどちらを重視しているかをみると、２年前と比べ、前者が 10 ポイント以上増加し

て、後者を上回り、正社員で約６割となっている。 

 正社員に対する教育方針については、「選抜した労働者の能力を高める教育訓練」を重視

する又はそれに近いとする企業は59.5%（前々回47.2%）であり、「労働者全体の能力を高める

教育訓練」を重視する又はそれに近いとする企業割合40.4%(前々回52.9%)である。 

 一方、非正社員に対する教育方針については「選抜した労働者の能力を高める教育訓練」

を重視する又はそれに近いとする企業は54.1%（前々回39.7%）であり、「労働者全体の能力を

高める教育訓練」を重視する又はそれに近いとする企業割合は46.0%(前々回60.3%)である。 

 前々回と比べると、正社員、非正社員ともに「選抜した労働者の能力を高める教育訓練」を

重視する又はそれに近いとする企業が増加し、「労働者全体の能力を高める教育訓練」を重

視する又はそれに近いとする企業を上回っている。 

 
図７ 重視する教育訓練対象の範囲（正社員） 

7.4 

15.9 

12.0 

39.8 

43.6 

37.3 

40.8 

29.7 

38.4 

12.1 

10.7 

12.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

前々回調査

(現在)

今回調査

(現在)

今回調査

(今後)

選抜した労働者を重視する 選抜した労働者を重視するに近い

労働者全体を重視するに近い 労働者全体を重視する

どの範囲の労働者の能力を高める教育訓練を重視するか

 
 

図８ 重視する教育訓練対象の範囲（非正社員） 
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３ 教育訓練の方法について、外部・アウトソーシングの活用と社内での実施のどちらに近

いかを重視しているかをみると、正社員はほぼ半々となっているのに対して、非正社員は

社内での実施を重視しているものが多い。 

 正社員に対する教育訓練の方法については、「社内で実施する教育訓練」を重視する又は

それに近いとする企業は54.4%（前々回56.4%）であり、「外部・アウトソーシングを活用した教育

訓練」を重視する又はそれに近いとする企業割合は45.6%（前々回43.7%）であった。 

 一方、非正社員に対する教育訓練の方法については、「社内で実施する教育訓練」を重視

する又はそれに近いとする企業は71.9%（前々回70.0%）であり、「外部・アウトソーシングを活

用した教育訓練」を重視する又はそれに近いとする企業割合は28.0%（前々回30.0%）であり、

正社員に比べて「外部・アウトソーシングを活用した教育訓練」を重視する又はそれに近いと

する企業割合が低い。 

 前々回と比べると、正社員では「外部・アウトソーシングを活用した教育訓練」を重視する又

はそれに近いとする企業がやや増加しており、非正社員では「社内で実施する教育訓練」を

重視する又はそれに近いとする企業がやや増加している。 

 

図９ 教育訓練の実施方法の方針（正社員） 
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図10 教育訓練の実施方法の方針（非正社員） 

7.3 

7.7 

6.5 

22.7 

20.3 

22.1 

41.3 

40.0 

41.0 

28.7 

31.9 

30.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

前々回調査

(現在)

今回調査

(現在)

今回調査

(今後)

外部委託・アウトソーシングを重視する 外部委託・アウトソーシングを重視するに近い

社内を重視するに近い 社内を重視する

教育訓練の実施は

 



 
 

 
４ 自己啓発を行った者の割合は正社員、非正社員ともに前年度を上回った。自己啓発にお

ける問題は、正社員、非正社員ともに、「仕事が忙しくて自己啓発の余裕がない」、「費用

がかかりすぎる」の割合が高い。非正社員は、「家事・育児が忙しくて自己啓発の余裕が

ない」を挙げる者の割合も高い。 

＜自己啓発の実施状況＞ 

 自己啓発を行った者は、正社員では 58.1%（前回 56.4%）、非正社員では 37.3%(前回 32.7%)

となっており、正社員、非正社員ともに、行った者の割合は昨年度に比べて、やや高まってい

る。 

 

図 11 自己啓発を行った労働者 
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＜自己啓発上の問題等＞ 

 自己啓発に問題があるとした労働者は、正社員では８割弱（77.1%(前回 77.1%)）、非正社員

では約７割（70.1%(前回 68.8%)）。 

 自己啓発における問題として、正社員、非正社員ともに「仕事が忙しくて自己啓発の余裕が

ない」（59.0%(前回 62.0%)、36.2%(前回 37.8%)）を挙げる割合が最も高くなっている。 

 正社員に比べ、非正社員が問題とする割合が高いのは、「家事・育児が忙しくて自己啓発

の余裕がない」、「やるべきことがわからない」、「セミナー等の情報が得にくい」、「適当な教育

訓練機関が見つからない」、「どのようなコースが自分の目指すキャリアに適切なのかわから

ない」。 

 

図 12 自己啓発に問題があるとした労働者 
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図 13 自己啓発の問題点（複数回答） 
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５ 人材育成上何らかの問題があるとした事業所は約 7 割で、やや低下した。問題として、

「指導する人材が不足している」、「人材育成を行う時間がない」、「人材を育成しても辞め

てしまう」などが挙げられている。 

 「人材育成に問題がある」とする事業所の割合は、72.1%(前回 77.3%)と昨年度調査に比べて

5.2%低下した。問題の内訳を見ると、「指導する人材が不足している」（49.6%（前回 50.5%））、

「人材育成を行う時間がない」（47.2%(前回 47.3%)）、「人材を育成しても辞めてしまう」

（38.7%(前回 41.1%)）などの順となっている。 

 

図14 人材育成に関する問題がある事業所及び問題点の内訳（複数回答） 
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